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山内研究室 

最近のエネルギー問題の論議 
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山内研究室 

大震災後の論点の変化 
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山内研究室 

電力システム改革の議論 

論点１： 需要側でのピークカット、ピークシフト等の取組が柔軟に行われるように
するための仕組み(スマートメータ等) 

論点２： 家庭用小売分野で需要家が選択できる仕組み。 
論点３： 小売分野の選択肢拡大のための発電分野の規制（卸規制）の見直し・

卸電力市場の活性化 
論点４： 分散型エネルギー活用のための系統接続・託送にルール見直し。 
論点５： 競争的環境の中での適切な予備力を確保し、安定供給力確保の仕組

み。 
論点６： 電力会社同士の競争を促進するための競争活性化(卸市場活性化)。 
論点７： 広域での系統運用や需給調整(供給力の広域的な有効活用)の仕組み。 
論点８： 電源間の公正競争に向けた制度整備と送配電部門の中立化徹底。 
論点９： 安全性の確保、適切な送配電投資の確保等公益的な課題に対応する

仕組み再構築。 
論点10： 多様な主体の参画により複雑化する設備形成や系統運用上の技術的

課題を克服するシステム構築のための時間軸設定。 
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山内研究室 

電力システム改革の基本方針 

今後の電力市場のイメージ 
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山内研究室 

電力システム改革の基本方針 
エネルギーサービスの融合化・ボーダレス化 
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山内研究室 

電力システム改革の基本方針 
新しい送配電部門のイメージ図（例） 
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山内研究室 

電力事業の基本的構図 
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山内研究室 

発送電分離－構造分離 

発電 

送電 

配電 

供給 

発電 

配電 

供給 

送電 
（資産・運営） 

法的分離 所有権の分離 

持ち株会社 持ち株会社 

ISO( Independent System 
Operator)化 
 持ち株会社 

発電 

送電 
（資産） 

配電 

供給 

送電 
（運営） 

注：発送電分離には、会計上の分離、機能分離、法的分離（別会社化）、所有の分離（資本関係のない独立の組織の設立）など
がある。法的分離と所有の分離は構造分離と呼ばれている。構造分離には、系統を所有しないが、系統運用のみを行なう独立
機関 (independent system operator：ISO）の設立を含めることができる。  

ISO 

学習院大学矢島客員教授の分類による 9



山内研究室 

プール・モデル 

 全電源が系統運用者の運営する卸電力市場（プール市場）に参加 
 系統運用者が電源の運転計画策定と運用を行い、一元的にシステム全

体の需給均衡を達成 
 小売事業者等は、プールから電力を購入し需要家に供給することから、

発電と小売の供給はリンクしない 
 発電事業者はプールに電力を卸すだけ，小売事業者はプールから電力を購

入するだけである。  

A 電力供給

エリア 

A 電力・発電部門 B 電力・発電部門 PPS 

A 電力・小売部門 B 電力・小売部門 PPS 

Ｂ電力供給 

エリア 

需要家 需要家 需要家 

給電指令 
給電指令 プール市場（卸市場） 

および 系統運用 

（採用例) 
 PJM(米) 
 ニューヨーク(米） 
    等  

 
PPS: Power Producers and Suppliers 

学習院大学矢島客員教授の分類による 10



山内研究室 

相対取引モデル 

 市場参加者は、自社電源・他社との契約電源により、自社の需要
にあわせて供給 

 瞬時瞬時の全体需給均衡は系統運用者が達成 
 電気の取引は相対契約で、需要家と対応する供給者が明確 

 

A 電力供給

エリア 

A 電力・発電部門 B 電力・発電部門 PPS 

A 電力・小売部門 B 電力・小売部門 PPS 

Ｂ電力供給 

エリア 

需要家 需要家 需要家 

同時同量 

（採用例) 
 ドイツ 
 フランス 
 テキサス州(米) 
 英国 等  

 
 注）  PPS: Power Producer and 

Supplier ==> 特定規模電気事業者  

系統運用
者Ａ 

系統運用者 
Ｂ 

学習院大学矢島客員教授の分類による 11



山内研究室 

EU第3次エネルギー指令： 
アンバンドリングに関する３つのオプション 

送電 (所有
+運営) 

発電 

小売り 

生産 

小売り 

所有 運営 

生産 

小売り 

送電（所有 
＋運営） 

送電権の分離 ISO( Independent 
System Operator) 

ITO( Independent 
Transmission Operator) 

– 送電事業者は発電や小売りを所
有したり、コントロールしてはな
らない。 

– 役員の兼任ができない。 
– EU以外の国による買収には制

約 

– 送電所有者にとっての経営の
自由度制約 

– ISO は系統開発の義務がある。 
– 系統所有者と運用者との間の

調整の問題 
– National Grid社はスコットラ

ンドでは ISOとして機能 

– 独立の意思決定機関の
設置 

– 人材の部門間異動の制
限 

– 独立の資金調達・送電
計画 

学習院大学矢島客員教授の分類による 12



山内研究室 

諸外国における電気料金規制 
    米国NY州 米国CA州 英国 ドイツ フランス スペイン オランダ ノルウェー 韓国 日本（参考） 

規制機
関 

発電 － － － － － － － － － － 

送電 FERC FERC OFGEM BNetzA CRE CNE NCA NVE 知識経済部 
資源エネル
ギー庁 

配電 NYPSC CPUC OFGEM BNetzA CRE CNE NCA NVE 知識経済部 
資源エネル
ギー庁 

小売 NYPSC CPUC － － － － － － 知識経済部 
資源エネル
ギー庁 

料金規
制方式 

発電 自由料金 自由料金 自由料金 自由料金 自由料金 自由料金 自由料金 自由料金 自由料金 自由料金 

送電 

公正(fair）で
合理的
（reasonable）
な料金 

公正(fair）で
合理的
（reasonable）
な料金 

総収入規制 
総括原価主
義 
プロフィット
シェアリング 
スライディング
スケール 

レベニュー
キャップ 

レベニュー
キャップ 

レベニュー
キャップ 

レベニュー
キャップ 

レベニュー
キャップ 

要調査 

レートベース。
効率化度合い
に応じた減額
査定 

配電 
プライスキャッ
プ 

プライスキャッ
プ＋レベ
ニューシェアリ
ング 

プライスキャッ
プ 

レベニュー
キャップ 

報酬率規制 
レベニュー
キャップ 

レベニュー
キャップ。レベ
ニューキャッ
プ算出に際し
て効率化度合
い、電力品質
に応じた査定
を実施 

レベニュー
キャップ。レベ
ニューキャッ
プ算出に際し
て効率化度合
いに応じた査
定を実施 

要調査 

レートベース。
効率化度合い
に応じた減額
査定 

小売 
プライスキャッ
プ 

プライスキャッ
プ＋レベ
ニューシェアリ
ング 

自由料金 自由料金 自由料金 自由料金 自由料金 自由料金 要調査 

レートベース。
効率化度合い
に応じた減額
査定 

ラストリゾートサービス 

地元配電会
社を最終供給
保障事業者に
指定 

地元配電会
社を最終供給
保障事業者に
指定 

供給事業者
倒産時に規制
当局が指名 

地域の最大
小売事業者
が提供（家庭
のみ） 

供給事業者
倒産時に規制
当局が指名 

地元配電会
社が実施 

地元配電会
社が実施 

地域の最大
小売事業者
が提供 

なし 
地元電力会
社 
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山内研究室 

米国における家庭用需要家の料金変化 
（1990-2008年8月） 
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山内研究室 

欧州の電気料金変化* 

*産業用需要家 
出所：筒井美樹：「欧州の電気料金の変動要因分析 ―燃料費上昇の影響と料金転嫁率―」、電力中央研究所報告、
Y08041、2009年5月。 
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山内研究室 

発送電分離に対する期待 

 事業者間競争促進 
 生産面での非効率の排除 
 価格機構の利用による資源配分効率の増進 

 新規参入の促進による供給の拡大 
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山内研究室 

発送電分離に対する期待 

 分散型電源への移行による社会的リスクの軽減 
 大規模集中型供給からの脱却 
 コジェネレーションの大幅普及 
 自家発の最大活用 

 再生可能エネルギー等新エネルギーへの対応と導入促進 
 再生可能エネルギー全量買取制度 

 「脱原子力」に対応した新しいエネルギー供給体制の構築 
 新しいエネルギーミックス 
 市場メカニズムへの期待と限界 

 電気事業におけるイノベーションの促進と新技術に対応でき
る事業体制の構築 
 スマート・メーター、HEMS、BEMS 
 スマート・グリッド、スマート・コミュニティ 

の変化 
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山内研究室 

発送電分離に対する経済学のアプローチ 

 社会的余剰の最大化 
 資源配分効率→適正な価格、適正な消費量 
 効率的生産の確保 

→八田教授のリアルタイム清算方式 
←価格変動、価格メカニズムの許容 

 有効競争（workable competition）状態の確保 
 参入障壁の除去 
 コンテスタビリティ理論？ 
 欧米の経験 

 卸売り電力市場の市場支配力 
 卸売電力市場における価格のスパイク 
 マーケットメカニズムによる需要調整の限界 

 需要側の対応の必要性 
 デマンド・レスポンスの実現 
 スマート・メーター、Time of Use Pricing 

 市場構成のリアルな設計 
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山内研究室 

発送電分離に対する経済学のアプローチ 

 規模の経済と範囲の経済 
 垂直的統合による規模の経済、範囲の経済 

 計量経済モデルの精緻化 
 豊富なデータ分析の必要性 
 モデル分析のリアルな解釈 

 取引費用の経済学、組織の経済学 
 市場と組織問題 

 探索費用、交渉費用、契約費用、資産の特殊性 
 最適な取引形態の模索 

 市場の費用と組織の費用 
 発送電分離の費用便益分析 

 電灯料金解放の際の経験 
 制度改革に関わる時間的経路 

 技術的環境変化 
 Primary Objectiveの確認 
 需要対応の変化 
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山内研究室 

天然ガス利用の現状 
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山内研究室 

都市ガスにおける原料構成比の推移 
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山内研究室 

ＬＮＧ調達先 
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山内研究室 

ＬＮＧプロジェクト 
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山内研究室 

ＬＮＧユーザー 
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山内研究室 

ＬＮＧ輸入価格の推移 
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山内研究室 

都市ガス事業の供給区域 
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山内研究室 

都市ガス事業者の原料調達 
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山内研究室 

ＬＮＧ輸入価格と都市ガス平均販売価格の推移 
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山内研究室 

電気事業における電源別発電電力量の推移 
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山内研究室 

電気事業におけるＬＮＧ火力発電所の分布 
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山内研究室 

天然ガスインフラの整備状況 
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山内研究室 

天然ガスインフラ整備状況 
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山内研究室 

関東圏域における主要天然ガスパイプライン 
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山内研究室 

中部圏域における主要天然ガスパイプライン 
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山内研究室 

近畿圏域における主要天然ガスパイプライン 
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山内研究室 

天然ガスパイプライン等整備の意
義 
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山内研究室 

エネルギー政策見直しにおける天然ガスシフトの位置づけ 

 基本問題委員会 
 「天然ガスシフトを始め、環境負荷に最大限配慮しな

がら、化石燃料を有効活用する（化石燃料のクリーン
利用）」 

 「今後、シェールガス革命の恩恵も期待され、ＣＯ２排
出が相対的に尐ない天然ガスの一層の活用（天然ガ

スシフト）を始めとして、環境負荷に最大限配慮しつ
つ、化石燃料の有効活用を推進する必要がある。そ
の際には、調達先の多様化、コスト削減、国内の供
給ネットワークの強化等の取組を併せて強化する必
要がある」 
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山内研究室 

位置づけ 

① 安定供給性の向上 
② 利用可能性の向上 
③ 価格低廉化 
④ ＣＯ２の削減 
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山内研究室 

大規模震災の可能性とＬＮＧ基地の位置 
供給安定性 
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山内研究室 

ガス事業者等の安定供給性の向上（セキュリティ強化） 

 一極集中したＬＮＧ基地が何らかの事象で同時に供
給停止に陥った場合、大都市圏において大幅な供
給上の制約が生じる危険性がある。 

 最大基地が何らかの理由で機能不全となると想定
した場合、残された基地の供給能力でのピーク需要
のカバー率は80～100％。 

 隣接している基地又は受入桟橋等の設備を共有し
ている基地が、一体のものとして機能不全となると
考えた場合、ピーク需要のカバー率は大きく低下。 
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山内研究室 

各社の有事におけるピーク需要量に対する供給能力 

41



山内研究室 

ガス事業者等の安定供給性の向上（セキュリティ強化） 

 供給の多重化（系統多重化、拠点の分散化、代替
性の確保）を進めることで、全体最適的なネットワー
クとしての供給継続性を高めることが重要。 

 広域天然ガスパイプラインや地下貯蔵施設の場合、
十分なスペックや送出能力等が確保されたネット
ワークを形成すれば、大規模な需要にも対応可能。 
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山内研究室 

天然ガスの利用可能性の向上 

 産業部門でのエネルギーや分散型エネルギーとし
ての天然ガスの活用ニーズ、発電部門での供給力
としての期待に最大限応えていくためには、現状の
天然ガス供給基盤を抜本的に強化し、天然ガスの
利用可能性を更に向上させていくことが不可欠。 

 現状では利用するエネルギー源として天然ガスを選
択することができない潜在的な需要家が多く存在。 

 アンケート調査によれば、天然ガスを利用していな
い理由として、「ガス導管がない」、「初期投資額が
大きい」の2 点に意見が集中。 
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山内研究室 

広域天然ガスパイプラインの有効性 
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山内研究室 

産業用需要集積エリアの分布と天然ガスパイプライン 
利用可能性 
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山内研究室 

天然ガス利用高度化アンケート 
利用可能性 
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山内研究室 

ガス料金及び電気料金低廉化の可能性 

 国内天然ガス供給基盤の整備を通じて、天然ガス調達の柔
軟性の増大や卸取引の活性化が実現される。 

 現状を見ると、相対的に、大手電気事業者、大手ガス事業者
のＬＮＧ基地が存在する関東、中京、関西エリアの税関では
価格が安く、原料を小ロットで、かつ、大きな需要変動にも単
独で対応するような調達を行っている中堅ガス事業者のＬＮ
Ｇ基地が存在する地方税関では価格が高くなっている。 

 ＬＮＧ基地間が広域天然ガスパイプラインで接続されれば、
相対的に高い価格でＬＮＧを調達している事業者が、他事業
者から、相対的に低い価格の天然ガスをパイプライン経由で
調達できる可能性が生じる。 

 地下貯蔵施設を含む天然ガス供給基盤の整備によって、あ
る程度需給ギャップを平準化することができれば、新たな設
備投資を回避する効果が期待できる 

 季節間変動自体を吸収し、輸入価格の低減が図られる。 
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山内研究室 

地区別一般ガス事業者都市ガス料金水準 
価格低廉性 
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山内研究室 

税関別ＬＮＧ輸入価格（2010） 
価格低廉性 
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山内研究室 

一般ガス事業者の導管連結・非連結別都市ガス料金 
価格低廉性 
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山内研究室 

CO2削減 

 他の化石燃料等から天然ガスへの燃料転換や需要
地近隣でのエネルギー輸送ロスの少ない天然ガス
コジェネの活用が行われれば、需要家や発電事業
者において確実なＣＯ２削減を図ることができる。 
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山内研究室 

将来のＬＮＧ以外への天然ガス供給源多様化への布石 

 国際パイプラインを通じた天然ガスによる輸入やメ
タンハイドレートなどの供給源の多様化も、各々時
間軸に差異はあるものの、視野に入れていくべき。 

 供給源はいずれも地理的には偏在せざるを得ない
ことを考えれば、これらを国内の広い地域で有効に
活用するためにも、速やかに、国内の広域パイプラ
インネットワークを構築していくべき。 
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山内研究室 

効果試算 
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山内研究室 

効果試算 
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山内研究室 

効果試算 
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山内研究室 

広域天然ガスパイプライン等整備
に向けた課題 
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山内研究室 

課題 

① 全体最適 
② 不確実性 
③ 整備主体 
④ スペックの違い 
⑤ 熱量問題 
⑥ 地下貯蔵の問題 
⑦ 規制問題 
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山内研究室 

全体最適の不在（部分最適・事前主義） 

 各事業者の投資判断の下で部分最適的に整備が行わ
れた結果、我が国全体で見た場合、天然ガスパイプライ
ンは電気の送電線のようにネットワークが構築されてお
らず、分断されており、三大都市圏間でのガスの相互融
通もできない状況となっている。 

 数多くのＬＮＧ基地が大需要地に偏在している。 
 各事業者のパイプラインネットワークの熱量は不統一で

あり、かつ、口径や圧力については各事業者にとって必
要なスペックしか確保されておらず、我が国全体での広
域天然ガスパイプラインネットワークを形成していく上で
の課題となっている。 

 我が国全体における全体最適の観点からの国としての
天然ガスパイプライン整備の方針・考え方が存在してい
なかったことが大きな要因の一つと考えられる。 
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山内研究室 

ガス需要の不確実性／需要と投資の不均衡 

 今後の整備促進に向けては、いかに沿線需要を高
め、いかに需要の不確実性を解消できるかが課題
となる。 

 事業採算性の低いパイプライン整備について、費用
便益分析に基づいたコスト負担の在り方や公的支
援の基準が明確になっていないことも課題。 
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山内研究室 

整備主体の不在 

 天然ガスパイプラインが整備されていない地域を見
ると、大規模投資をなし得る主体が存在しない場合
も多く、事業者間連携による投資リスクの分散化や
ガス事業者・電気事業者等の多様なエネルギー事
業者間の連携をどのように行っていくかが課題。 

 事業者同士のパイプラインネットワークを連結する
ため、事業者同士の利害をいかに調整できるかも
課題。 
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山内研究室 

天然ガスパイプラインのスペック（口径・圧力等） 

 各事業者の部分最適的な整備によって、パイプライ
ン口径・圧力等のスペックは不統一。 

 広域天然ガスパイプラインの口径については、平時
に利用できる容量（沿線の大口需要への販売・卸供
給等）と緊急時のバックアップ等に利用できる容量と
を分けて考える必要あり。 

 比較的大口径（500Ａ～600Ａ）のパイプラインであっ
ても、緊急時のバックアップまで想定しているものは
少ない。 
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山内研究室 

都市ガス事業者のパイプラインのスペック 
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山内研究室 

パイプラインの輸送能力の考え方 
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山内研究室 

既存の天然ガスパイプラインの輸送能力 
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山内研究室 

供給時の天然ガスの熱量 

 我が国に輸入されるＬＮＧの熱量は一層多様なもの
となっていく可能性がある。 

 ＬＮＧ基地間の天然ガスの相互融通やそれを前提と
した調達の柔軟性の拡大を図っていく上では、我が
国における供給時の天然ガスの熱量をどのように
設定するかが課題。 
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山内研究室 

一般ガス事業者大手４社における標準熱量 
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山内研究室 

地下貯蔵の法的位置づけ 

 枯渇ガス田を活用した地下貯蔵施設は、ＬＮＧ輸入
量の季節間変動自体を吸収し、輸入価格の低減が
図られる可能性がある。 

 現在我が国では輸入ＬＮＧ気化ガスを地下貯蔵する
ための法的枠組みは設けられておらず、採掘を伴
わず、ＬＮＧとして輸入した天然ガスを気化して地下
貯蔵をする場合の地下空間利用権をどのように考
えるのか、また、その場合の保安等の技術的な課
題にはどのようなものがあり、それをどのように克服
すべきか等についての検討が必要である。 

 クッションガスについて、どのような費用負担で運用
を行うべきかについても、検討が必要である。 
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山内研究室 

整備コスト増加要因となる各種規制 

 関係規制やその運用が建設期間の長期化を招いて
いるケースや合理的な整備ルートの計画を制限して
いるケースも存在する。 

 必要に応じて現状の関係規制やその運用の精査を
行う必要がある。 
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山内研究室 

ガス事業に係る主な公益特権(関係規則) 

69



山内研究室 

電気事業及び電気通信事業に係る主な公益特権 
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山内研究室 

広域天然ガスパイプラインネット
ワーク整備に向けた措置 
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山内研究室 

広域天然ガスパイプラインネットワーク整備に向けた措置 

 本委員会の議論の過程では、国自らが広域天然ガ
スパイプラインネットワークを整備することや事業者
にセキュリティ規制及び賠償ルールを課すこと等、
国が非常に強く整備に関与する方策も示されたもの
の、欧州の経験を考慮しつつ、また、これまでの我
が国における天然ガスインフラ整備の経緯等を踏ま
えれば、引き続き、民間事業者に整備主体としての
役割を期待し、全体最適的な広域天然ガスパイプラ
インネットワークを構築できるような環境整備を行う
ことが適当である。 
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山内研究室 

整備における全体的な官民の役割分担 
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山内研究室 

全体最適的な方針の必要性 

 国が全体最適的な整備方針を策定し、それに基づいて、民間事業
者が整備を行っていくべきである。 
 「整備基本方針」 

 今後の天然ガス供給基盤のセキュリティや利用可能性をどの程度
向上させる必要があるかを明らかにする。 

 セキュリティ強化、利用可能性向上、価格低廉化等の基盤整備の
意義を総合的に 

 評価し、また、既存の天然ガスパイプラインの整備状況、沿線の
天然ガス需要、 

 全体のネットワーク整備にかかるコスト、多様なエネルギー源の特
性を踏まえたエネルギー毎の役割分担等も勘案しつつ、全体最適
的な広域天然ガスパイプラインネットワークの整備ルート、パイプ
ラインのスペック、熱量の在り方等を定める。 

 ルートの課題・コスト・事業採算性・社会的効果等を精査し、整備
の時間軸の設定や整備のプライオリティ付けを行い、それに基づ
き民間事業者による整備が順次行われていく。 
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山内研究室 

民間事業者の利害調整 

 整備基本方針と個別民間事業者における合理性・
最適性とは必ずしも一致しない可能性がある。 

 今後の整備促進に向けては、複数の整備主体が共
同で円滑な資金調達を行えるようにするため、例え
ば、エネルギー事業者同士の連携等を後押しするこ
とが重要である。 

 多様なエネルギー事業者間の連携を促進する場合
を含め、事業者等の間の利害調整機能を設けてお
くことが適当。 

 国が関与する形で、事業者等の間の連携促進のた
めの利害調整機能を設けるべく、今後、具体的な仕
組みを検討すべき。 
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山内研究室 

                 
              

       
    

 

計
画
認
定 

施設使用料（受益相当額） 

国 
１/３ 

地方 
１/３ 

借入等 
１/３ 

償還 

財政上の支援措置 

＜補助対象施設＞ 

・既存の都市鉄道施設の間を連絡する            
新線の建設や追越施設の整備 

・既存の駅施設における乗継等を円滑
にするための都市鉄道施設の整備 等 

鉄道営業主体 
（既存の鉄道事業者） 

鉄道整備主体 
（公的主体） 

整
備
費
負
担 

税制特例 

税制上の支援措置 

＜税制特例＞ 

・トンネル非課税（固定資産税） 

・駅施設１／３軽減（都市計画税、
固定資産税） 

交通結節機能高度化計画 

速達性向上計画 整備の支援スキーム 

受
益
活
用
型
上
下
分
離 

都市鉄道利便増進事業の概要 

○ 

○ 

・ 駅内外の一体的な整備によって交通結節機能の高度化を図る内容 
・ 都道府県が協議会を組織し、市町村、鉄道事業者、駅周辺施設の整
備者等が参加（鉄道と都市の連携） 

・ 利用者や地域による提案を制度化 

・ 連絡線の整備、追越施設の整備等により速達性の向上を図る内容 
・ 施設整備主体と営業主体が、事業内容を調整して計画を作成 
・ 既存路線に発生する受益も考慮した使用料設定が実現 
・ 利用者や地域による提案を制度化 

施設を借りて営業する主体が、施設整備主体に対し、当該施設整備による受益の範囲内で使用料を支払う

「受益活用型上下分離方式」を採用 

都市鉄道等利便増進法（H17.8施行）に基づき、既存ストックを有効活用しつつ都市鉄道ネットワークの機

能を高度化する施設の整備により、都市鉄道等の利便を増進 
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山内研究室 Hitotsubashi University 

速達性向上事業 駅施設利用円滑化事業 

鉄道と都市が連携 

                 
              

       
    

 

駅東改札口の新設 

ホーム拡幅・駅構内 
の配線変更 

バリアフリー化 

従来の乗換動線 
ＪＲ・阪急・地下鉄へ バスターミナル 

新たな乗換動線を整備 
ＪＲ・ポートライナーへ 

整  備  駅     三宮駅（阪神電鉄本線） 

整備期間 平成17～24年度 

計画認定 平成18年3月2日 

「受益活用型」の上下分離方式 二俣川 

西谷 駅 

小田急小田原線 
JR 東海道貨物線 

東急東横線 

相鉄本線 

JR 東海道線 

JR 横須賀線 

相鉄いずみ野線 

横浜 

湘南台 

新宿 

東京 

新橋 

品川 

渋谷 

大崎 

日吉駅 

東急 目黒 線 

目黒 

田園調布 

大和 
横浜羽沢駅付近 

JR 山手 線 

海老名 

相鉄厚木線 

厚木 

綱島駅 

東京地下鉄１３号線等 
と相互直通運転（予定） 

相鉄・東急直通線の整備 

相鉄・ＪＲ直通線の整備 

新横浜駅 （仮称） 

二俣川 

西谷 駅 

小田急小田原線 
JR 東海道貨物線 

東急東横線 

相鉄本線 

JR 東海道線 

JR 横須賀線 

相鉄いずみ野線 

横浜 

湘南台 

新宿 

東京 

新橋 

品川 

渋谷 

大崎 

日吉駅 

東急 目黒 線 

目黒 

田園調布 

大和 
横浜羽沢駅付近 

JR 山手 線 

海老名 

相鉄厚木線 

厚木 

綱島駅 

東京地下鉄副都心線等 
と相互直通運転（予定） 

相鉄・東急直通線の整備 

相鉄・ＪＲ直通線の整備 

新横浜駅 （仮称） 

整備区間 

整備期間 

西谷駅～ 

横浜羽沢駅付近 

（約 2.7km ） 

平成 18 ～ 26 年度 

横浜羽沢駅付近～ 

日吉駅 

（約 10.0km ） 

平成 19 ～ 30 年度 

〔 相鉄・ＪＲ直通線 〕 〔 相鉄・東急直通線 〕 

整備区間 

整備期間 

西谷駅～ 

横浜羽沢駅付近 

（約 2.7km ） 

平成 18 ～ 26 年度 

横浜羽沢駅付近～ 

日吉駅 

（約 10.0km ） 

平成 19 ～ 30 年度 

相鉄・ＪＲ直通線 相鉄・東急直通線 

計画認定 平成18年11月21日 平成19年4月11日 

・          方式を採用。 
 （施設整備主体に対し、施設を借りて営業する主体が、当該施設整備 
  による受益の範囲内で使用料を支払う方式。） 

受益活用型上下分離 

・ 鉄道の営業主体と整備主体が共同で計画を策定、大臣認定を受けた 
  計画に対し財政上、税制上の支援措置。            

・ 利用者や地域による提案を制度化。            

〔参考事例 ： 相鉄・JR直通線及び相鉄・東急直通線〕 

・大規模ターミナル駅について、都道府県が協議会を組織。 
 （市町村、鉄道事業者、駅周辺施設の整備者等が参加、             

・上記協議会において、駅内外の一体的な整備計画を策定、大臣認定を  
 受けた計画に対し財政上、税制上の支援措置。            

・利用者や地域による提案を制度化。            

〔参考事例 ： 三宮駅（阪神電鉄本線）の整備〕 

。
） 

都市鉄道利便増進事業の具体事例 

○ 平成１７年度に制定された都市鉄道等利便増進法により、既存ストックを有効活用しながら速達性の向上や駅の交通 
 結節機能の高度化を推進する制度を導入した。 
○ 現在、①相鉄・ＪＲ直通線、②相鉄・東急直通線、③阪神三宮駅改良の３事業が進められている。 

〔時間短縮効果例〕 
              現行 ⇒ 整備後 （短縮時間）  〔乗換回数〕  
二俣川駅～目黒駅間      ５４分⇒３８分 （約１６分短縮)〔２回⇒０回〕 
大和駅 ～新横浜駅付近  ４２分⇒１９分 （約２３分短縮)〔１回⇒０回〕 
海老名駅～目黒駅     ６９分⇒５４分 （約１５分短縮)〔２回⇒０回〕   
湘南台駅～新横浜駅   ４９分⇒２３分 （約２６分短縮) 〔１回⇒０回〕 
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山内研究室 

整備コスト負担の在り方 

 事業収入に加え、セキュリティ向上、利用可能性向上、
価格低廉化、ＣＯ２削減等といった社会的効果の部分も
含め、費用便益を分析した上で、負担の問題を解決す
る必要がある。 

78



山内研究室 

社会資本の費用負担原則 

 利用者負担 
 利用者＝直接的受益者 
 サービス対価の側面 
 準公共財のケース 

 間接的受益者負担 
 間接的受益者→第三者の一部 
 経済的外部効果 
 分配上の観点 

 公共負担 
 公共財の費用負担 
 便益の広範なスピル・オーバー 
 受益の範囲と程度の特定の問題 

受
益
の
範
囲
と
程
度
に
応
じ
た
費
用
負
担 79



山内研究室 

整備コスト負担の在り方 

 整備コストは「受益者」が負担すべきとの考え。 
 コストは総括原価主義の下で、セキュリティ向上の
最終的な受益者である需要家によって広く薄く負担
（一般負担）されており、「受益者負担」の考え方自
体は適切である。 

 広域天然ガスパイプラインネットワーク全体が完成
した場合は、事業収入となる部分や利用可能性向
上については特定負担、セキュリティ向上や価格低
廉化については一般負担、ＣＯ２削減については全
国民負担といったように、受益の種類によって負担
の手法がそれぞれ変わってくると考えることもできる。 
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山内研究室 

整備コスト負担の在り方 
受益者負担の範囲・程度の調整 
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山内研究室 

整備コスト負担の在り方 

 整備と受益に時点のずれが生じることにも注意が必要。 
 パイプラインネットワークが完成する保証のない段階に

おいては、直ちに受益可能となる範囲が限られるため、
費用負担者の特定が非常に困難な場合が考えられる。 

 将来的な受益者が特定されるまでの整備事業者の資金
調達に関しては、政策金融等の措置をコスト負担の在り
方とともに検討する必要がある。 

 将来的に広域天然ガスパイプラインネットワークが確実
に実現するという前提に立てば、あらかじめ潜在的・将
来的な受益者に対しても広く薄く料金での負担を「全天
然ガス利用者負担」という形で求めていくという考え方も
あり得る。 

「特別会計方式」? 
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整備コスト負担の在り方（方向性） 

 機械的な線引きが困難である。 
 受益者負担の手法・範囲・程度・時点の調整等に関
する「基本的な考え方」を整備基本方針の中で定め
ていく必要がある。 

 国と民間事業者は、各ルートのコスト・事業採算性・
社会的効果等に照らし、それぞれのルートでの負担
の在り方を検討していくべきである。 

 適正な受益の範囲を超えて、他の需要家が負担を
強いられることを避ける必要がある。 
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整備コスト低減のための措置 

 整備コスト低減のための措置及び沿線の天然ガス需要増加
のための措置を図っていく必要がある。 

 まずは、規制緩和による整備コスト低減を目指すことが妥当
である。 

 整備コストを高止まらせている具体的な課題が何であるかを
明らかにした上で、国はその課題に合わせた具体的方策を
検討していくべきである。 

 政府内での調整や関係する自治体等への働きかけを通じて、
整備コスト低減を実現していくことが重要。 

 より効果の高い財政支援措置の可能性を検討すべき。 
 セキュリティの要素に基づき、パイプラインの口径を事業採

算ベースのものよりも太く（増口径）する必要がある場合のコ
スト増加分に対しては、セキュリティ向上による需要家の負
担とは別に、財政支援の余地もあると考えられる。 
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ガス事業に係る主な施策支援等 
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パイプライン整備と沿線の天然ガス需要増加との一体的取組 

 天然ガス需要の増加とネットワーク構築とを一体的に行い、
パイプライン整備の事業採算性を高めることが重要。 

 天然ガス火力発電所と広域天然ガスパイプライン整備とをど
のように一体的な取組としていくかが重要。 

 基本問題委員会では、コジェネの導入目標的な数値（割合）
は15％程度とされている。 

 このうち、相当程度を広域天然ガスパイプライン沿線の需要
として取り込むことができれば、民間事業者の事業採算性も
相当程度高まる。 

 どのような政策誘導を行うか。政策誘導には、財政支援的ア
プローチと制度的アプローチがあるが、最も効果の高い方策
を、整備基本方針策定の際に検討して行く。 

 託送義務免除についても、広域天然ガスパイプライン整備を
行う事業者にとって一定の効果がある可能性がある。 
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石油等(※)・石炭火力発電所の分布(※)オフガス、ＬＰＧ等 
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ＥＵ各国におけるＴＰＡ適用除外の考え方 
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地下貯蔵の活用可能性 

 地下貯蔵施設との一体的整備が視野に入ってくるタ
イミングまでに、所要の措置を講ずることができるよ
う、今後、更に法的及び技術的検討を深めていく必
要がある。 
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天然ガス供給の制度的課題への対応 

 熱量調整に掛かるコストについては、特定の需要家に
不必要な負担が生じないよう、可能な限り社会全体のコ
ストが低くなるような制度設計を行っていくべきである。 

 安定供給上支障がない範囲内において、自由度の高い
熱量による供給を可能とし、熱量調整の必要な需要家
がコストを負担していくことも考えられる。 

 ガスの託送供給制度についても、ガスパイプラインを通
じて天然ガス供給を行うかを決定する重要な要素。今後
同制度を検証して行く必要がある。 

 託送の需要が高くパイプラインが混雑しているルートに
おいては、混雑に応じた合理的な料金を設定することも
一案。 
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社会資本整備と費用負担 
参考 
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インフラストラクチャーの変容 

民間の
関わり
の拡大 

公的供給 

公的関与 

経済社会
の基盤 

市場の失敗 

道路 空港 港湾 

電気 ガス 水道 
下水道 

放送 鉄道（国鉄） 
民営化 

株式会社化 

Public-
Private 

Partnership 

経済の動態
的変化 
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公的関与の理由は 

 市場の失敗 
 異時点間の資源配分と不確実性 

 規模の経済（自然独占） 

 公共財の提供 

 外部経済効果 

 

 経済社会の基盤 
 財の必需性 

 産業発展の隘路打開 
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社会資本の費用負担原則 

 利用者負担 
 利用者＝直接的受益者 
 サービス対価の側面 
 準公共財のケース 

 間接的受益者負担 
 間接的受益者→第三者の一部 
 経済的外部効果 
 分配上の観点 

 公共負担 
 公共財の費用負担 
 便益の広範なスピル・オーバー 
 受益の範囲と程度の特定の問題 
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社会資本の特性 

 市場の失敗としての公的関与の必要性 
 公共財的性格（一般街路等） 
 準公共財としての性格（空港等） 
 収支採算の可能性 
 初期投資の巨額性 
 懐妊期間の長さ 
 効果発揮の長期性 

 経済発展と社会資本の関係 
 均衡成長論 
 不均衡成長論 

 費用負担工夫の必要性 
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インフラストラクチャーの費用負担原則 

 通常企業であれば・・・ 

 費用負担という発想、考え方 

 費用負担原則 

 利用者負担 

 間接的受益者負担 

 公共負担 
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天然ガスの地下貯蔵について 
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天然ガスの地下貯蔵 
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有り難うございました。 
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